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関東照明器具協同組合  

 

 

  



関 東 照 明 器 具 協 同 組 合 

 

2026 年・第 7 7 回 通 常 総 会 次 第 

                   

1.  開  会  の  辞 

 

2.  理 事 長 挨 拶 

 

3.  出 席 状 況 報 告 

 

4.   議  長  選  出 

 

5.   議 案 審 議 

第 1号議案  2025 年度 事業報告書及び決算関係書類承認の件  

〔P1～P12〕 

第 2号議案  2026 年度 事業計画･収支予算 

並びに経費の賦課金額及び徴収方法承認の件          

〔P13～P17〕  

       第 3 号議案  2026 年度 借入金最高限度額承認に関する件 

                       (原案 1,000 万円)                〔P18〕  

      

第 4号議案  役員報酬に関する件              

                            (原案 本年度は支給しない)          〔P18〕 

                                     

6.  閉 会 の 辞 



第 1号議案  2025 年度事業報告書及び決算関係書類承認の件 

事 業 報 告 書 

自 2025 年 4月 01 日  

至 2026 年 3月 31 日 

 

 

Ⅰ 組合の事業活動の概況に関する事項 

 

1． 当該事業年度の末日における主要な事業内容･当該事業年度における事業の経過及び成果 

 

(1) 組合及び組合員をめぐる経済･運営状況 

 

2025 年は、国内外における経済環境の変化が一段と顕著となり、企業活動においても柔軟な対応

力が求められる一年となりました。世界的には、インフレ抑制に向けた金融政策の影響が継続し、

日本国内においても金利動向や為替変動が企業経営に影響を及ぼしました。特に、円安基調の長期

化は、輸入資材価格やエネルギーコストの上昇要因となり、中小企業にとって収益確保が課題とな

る状況が続きました。 

また、「省エネルギー」および「脱炭素」への社会的要請が一層高まる中、照明業界においては、

LED 化のさらなる普及に加え、2027 年に予定されている一般照明用蛍光灯の製造終了を見据えた更

新需要が徐々に顕在化しました。 

このような状況のもと、人手不足や人件費の上昇といった構造的課題に加え、業務効率化やデジタ

ル化への対応が不可欠となっており、依然として厳しい経営環境が続きました。一方で、地域密着

型の強みを活かし、きめ細やかな対応による需要の取り込みを図る動きも見られました。 

当組合においては、こうした環境変化に対応するため、組合員への情報提供を適時適切に行い、迅

速な共有を通じて事業活動を支援するとともに、組合運営の効率化および経費の適正化に努めまし

た。 

各委員会においては、実務に即した課題をテーマに検討を重ね、講習会や意見交換を通じて、知識

の向上や課題解決力の強化に取り組みました。特にデジタル技術の活用に関する講習会を開催し、

業務効率化や新たな事業展開への理解促進に寄与しました。 

さらに、懇親事業や交流の機会を通じて組合員相互の連携を深め、組合活動の活性化と信頼関係の

構築に努めました。これらの取り組みにより、組合全体としての結束力を高めるとともに、事業活

動の円滑な推進につながる成果を得ることができました。 

 

(2)事業の経過及び成果 

  1）基幹事業 

組合員に対する高速道路 ETC コーポレートカード事業のほか､団体定期保険､自動車保険､火災保険等の

団体加入など扶助事業については､組合員各位のご協力により概ね計画通り運営することができました｡ 

 

(3)当該事業年度における事業の内容 

 1）事業の経営及びその成果 

①教育情報事業企画 事業技術委員会 

イ）新年賀詞交歓会の開催  

2026 年 1月 27 日(火)上野精養軒 



参加者 65名 来賓 4社 6名  賛助会員 3社 5名  組合員 44社 53 名 報道関係 1名 

ロ）『仕事に役立つ工場見学会』開催 1回 

    組合員の業務知識向上および交流促進を目的とした見学会    

* 実 施 日：2025 年 11 月 13日(木) 

* 参 加 人 数：23名  

* 開 催 場 所：｢株式会社メトロール社」 

* 時  間：14:00～17:00   

* 講演テーマ：「～共感対話～製造業の DX でルーティン業務から解放、 

人間同士の対話からしか付加価値は生まれない」 

* 講  師：株式会社メトロール 代表取締役社長 松橋 卓司 氏 

             終了後情報交換会を近隣会場で開催 参加人数 23名 

    

②福利厚生事業  

  イ）厚生行事の開催企画  広報厚生委員会 

1. 開催行事名 ：第 2回ゴルフコンペ  

 * 開 催 日：2025 年 9月 19日(金) 

 * 開 催 場 所：武蔵松山カントリークラブ  

 * 参 加 人 数：28名 

2. 開催行事名 ：三遊亭金馬氏による落語および懇親会 

 * 開 催 日：2026 年 2月 14日(土) 

 * 開 催 場 所：銀座 san-mi 高松  

* 時  間：12:00～15:00   

* 講演テーマ：「バレンタインに寄せて～笑う門には福来る～」 

 * 参 加 人 数：32名 

 

ロ）保険等の事務取扱に関する事業 

 * 全照連団体保険 (引き受け会社 …富国生命保険相互会社) 

      グループ保険加入 11社 165 名 保険金額 3億 1,050 万円 

       保険給付支払状況 死亡 0件 入院 0件 

  * 東京都火災共済協同組合共済取扱代理所に関する事業 

       火災共済･自動車総合共済･自動車事故費用共済 

 

③広報活動事業 広報厚生委員会 

イ） 機関誌「関東照明ニュース」の発行 

* 発行月: 2026 年 1月 

* 配布先: 組合員および関係団体等 

ロ）加盟企業一覧 企画 広報厚生委員会 ホームページ委員会 

* 掲載内容: 組合員情報、セミナー等の組合行事、最新情報を掲載 

* バナー広告: 希望組合員にバナー広告を掲載 

 

ハ）「あかりの日」活動主催団体: 全国照明器具協同組合連合会 

（関東照明器具協同組合・関西照明器具工業協同組合・中部照明器具協同組合） 

* 活動内容: 12000 本の LED ライトホイッスル付きボールペンを作成 

* 配布先: 組合員、街頭配布（有楽町） 

  



 

2. 増資及び資金の借入れその他の資金調達の状況 

｢該当なし｣ 

3. 設備投資の状況 

｢該当なし｣ 

4. 業務提携等の重要事項の概要 

｢該当なし｣ 

5. 直前 3事業年度の財産及び損益の状況 
 (円) 

項  目 前期(2024 年) 前々期(2023 年度) 前々々期(2022 年度) 

資 産 合 計  27,562,663 26,299,027 26,775,183 

純 資 産 合 計 23,591,393 23,335,007 23,261,383 

事業収益合計  4,935,794 14,043,800 5,617,606 

当期純利益金額 486,386 303,624 2,270,583 

 

6. 対処すべき重要事項･組合の現況に関する重要な事項 

組合員 4社が退会（うち 1社は事業終了に伴う退会） 

Ⅱ 組合の運営組織の状況に関する事項 

1.総会の開催状況 

(1)第 76 回通常総会 

開催日時:2025 年 5月 20日(火)16 時 00 分～17時 00 分 

開催場所:上野精養軒 

出 席 組 合 員 数 70 名（本人出席  44 名 委任状出席  24 名 書面出席  2 名） 

（出席理事･監事数    出席理事 21 名 出席監事    2 名） 

【議案及び議決の内容】 

第 1号議案 2024 年度 事業報告書及び決算関係書類承認の件    

第 2号議案 2025 年度 事業計画･収支予算並びに経費の賦課金額及び 

徴収方法承認の件                   

第 3号議案 2025 年度 借入金最高限度額承認に関する件      

第 4号議案 役員報酬に関する件 

第 5号議案 任期満了に伴う理事及び監事選挙に関する件 

 

                               以上の議案がいずれも満場一致で可決･承認された｡ 



2. 理事会の開催状況 

 

   【開催回数･開催日･開催場所】【出席数】         【内  容】      【議決結果】 

 ① 2025年 4月 22日（火）   

(組合会議室)  

17 名 1.第 76 回通常総会議案(案) 

2.新役員候補について  

承認 

承認 

  ② 2025年 6月 10日（火）   

  

   (組合会議室)   

17 名 1.第 1回理事会議事録      

2.役員委員会分担  

3.役員構成表 

承認 

承認 

承認 

③ 2025 年 7月 8日（火） 

 (日本橋 魚久)  

24 名 1.第 2回理事会議事録   

2.各委員会年間スケジュール 

承認 

承認 

承認 

④ 2025 年 9月 9日（火） 

(組合会議室)   

 

23 名 1.第 3回理事会議事録  

2.各委員会報告 

3.新規入会希望の件 

承認 

承認 

承認 

⑤2025 年 10 月 7 日（火） 

(組合会議室)   

20 名 1.第 4回理事会議事録 

2.メトロール社開催報告 

3.ゴルフコンペ開催報告 

 

承認 

承認 

承認 

 

⑥2025 年 12 月 9日（火） 

  (エスカイアクラブ)  

 

18 名 

1.第 5回理事会議事録  

2.賀詞交歓会案内  

3.講演会について 

4. 新規入会希望の件 

承認 

承認 

承認 

⑦2026 年 2月 10 日（火） 

(組合会議室+Zoom)  

   18 名 1.第 6回理事会議事録  

2.賀詞交歓会結果報告 

3.落語と懇親会開催の件 

承認 

承認 

承認 

⑧2026 年 3月 10 日（火） 

(組合会議室+Zoom) 

  19 名 1.第 7回理事会議事録  

2.2026 年度理事会開催予定  

3.損益見込み・予算案について 

 

承認 

承認 

承認 

 

3.委員会の開催状況 

【運営管理委員会】（１回開催） 

・2025 年度事業計画および運営活動方針の策定・検討 

・ 事業の実施に向けた具体的な運営・調整事項の協議 

【広報厚生委員会】（２回開催） 

・2025 年度事業計画および広報活動方針の検討 

・関東照明ニュース新年号の企画・発行内容の検討 

【事業技術委員会】（３回開催） 

・2025 年度事業計画および技術関連事業の検討 

・セミナー開催に向けた企画立案および内容検討 

・実務に役立つ講習会の実施準備および運営方法の整理 

【ホームページ委員会】（２回開催） 

・年間運用計画および更新方針の検討 

・継続的な情報発信体制および改善事項の検討 

 4.監事会の開催状況 



（全２回開催） 

・会計および業務執行の監査の実施 

・決算関係書類の確認 

・監査報告書の作成 
 

5.組合員数及び出資口数の増減 

                    (出資 1口の金額 1千円)  

    

期間中移動 

  

摘 要 2025 年度期首 2025 年度期末 

出  資     

口数別 組合員数 出資口数 加 入 脱 退 増 減 組合員数 出資口数 

 ５０口  48 2,400 4 4 0 48 2,400 

１３０口 16 2,080 0 0 0 16 2,080 

１５０口 1 150 1 0 0 2 300 

１６０口 5 800 0 0 0 5 800 

合  計 70 5,430 5 4 1 71 5,580 

 

 

 

内 訳 

※加入組合員  5 社  株式会社ネオ・ストラクト 株式会社桜井屋灯具店  

株式会社彦部科学  株式会社厚木グラススタジオ 株式会社ＴＯＫＩＭＥＫＩ 

※退会組合員 4社  株式会社三沢電線 三笠照明株式会社 株式会社昭興電器製作所 

株式会社貌製作所          

 

 

 

 

 

  



 

6.役員に関する事項 

(1)役員の氏名、職制上の地位及び担当 

     

地 位 氏  名 担   当 

理 事 長 高 橋 秀 治   

副理事長 山 田 光 夫 会員増強担当       ホームページ委員会主管 

副理事長 塩 川 雅 章 運営管理委員会主管   広報厚生委員会主管 

副理事長 佐々木泰和  事業技術委員会主管  広報厚生委員会主管   

専務理事 有 賀 雅 雄   

理 事 西 山 尚 史 運営管理委員長   青年部照和会顧問 

理 事 渡 瀬 丈 史 運営管理副委員長 

理 事 菅  彰 弘 運営管理委員 

理 事 石 垣 達 也 運営管理委員 

理 事 浅 野 純 也 事業技術委員長 

理 事 田 中 洋 行 事業技術副委員長 

理 事 斉 藤 武 彦 事業技術委員 

理 事 青 木 崇 事業技術委員 

理 事 松 山 宏 之 事業技術委員 

理 事 渡 辺 健 次 広報厚生委員長 

理 事 野 島 薫 広報厚生副委員長 

理 事 鈴 木 邦 利 広報厚生委員 

理 事 森 田 英 資 広報厚生委員 

理 事 大 友  明 広報厚生委員 

理 事 小田切秀憲 ホームページ委員長 

理 事 鈴木総太郎 ホームページ副委員長 

理 事 吉 武 正 人 ホームページ委員  

監 事 寺 嶋 之 朗   

監 事 鈴 木   久   

 



(2)兼務役員についての重要な事実 

 ｢本組合の役員において､組合員企業以外の外部会社等の役職についている者はいません｡｣ 

(3)辞任した役員の氏名 

 ｢該当なし｣ 

7.職員の状況及び業務運営組織図 

(1)職員の状況 

 前期末 当期増加 当期減少 当期末 

人    数 1 0 0 1 

平均勤続年数 3 年   4 年 

(2)組織図 

 

(3)組合と緊密な協力関係にある組合員が構成する組織の概要 

｢該当なし｣ 

8.施設の設置状況 

 主たる事務所  「東京都千代田区神田和泉町 1-2-12 ビル 2階」 

9.重要な子会社（子法人・関連会社）の状況 

｢関東照明建物株式会社｣ 

10.組合の運営組織の状況に関する重要な事項 

(1)届出事項 

＊ 2025 年 5 月 27 日 税務申告   (千代田都税事務所･神田税務署) 

＊ 2025 年 5 月 28 日 決算関係書届出(東京都中小企業団体中央会) 

＊ 2025 年 5 月 27 日 決算関係届出書(東京都産業労働局) 

Ⅲ その他の状況に関する重要な事項 

｢該当なし｣ 

 
総 会 

 

 
理 事 会 

 

代表理事 

（理事長） 

 
専務理事 

 

監   事 
委 員 会 

 
事 務 局 

 

青 年 部 



  

Ⅰ　流 動 資 産

　　1. 現金及び預金 　　　　　　　(円)
　　　（1） 現 金 22,282
　　　（2） 預 金

　　　  ①普通預金 三菱ＵＦＪ銀行 秋葉原支店 609,510
り そ な 銀 行 秋 葉 原 支 店 1,987,634
み ず ほ 銀 行 上 野 支 店 1,679,903
商 工 中 金 上 野 支 店 68,236

　　　　②定期預金（退職積立金） り そ な 銀 行 秋 葉 原 支 店 1,800,685 6,168,250

　　2. その他の短期資産
　　　（1） 立替金 組合員高速道路利用料立替 252,837

　　　（2） 未収入金 賦課金 15,000

 流動資産計 6,436,087
Ⅱ　固 定 資 産
  ⅰ外部出資その他の資産
　　1. 外部出資金
　　（1） 東京都火災共済協同組合 7,000
　　（2） 関東自動車共済協同組合 20,000
　　（3） 全国照明器具協同組合連合会 1,500,000 1,527,000

　　2. 長期保有有価証券
　　（1） 関東照明建物株式会社   20,000株 17,440,000
　　（2） 株式会社商工中金   15,800株 1,580,000 19,020,000

    

　　3. 敷金 関東照明建物株式会社 500,000

固定資産計 21,047,000
資　産　合　計 27,483,087

Ⅰ　流 動 負 債

　　1. 未払金 200,000
　　2. 預り金/保険預り金 30,738
　　3. 未払法人税等 476,200

流動負債計 706,938

Ⅱ　固 定 負 債
  　  長期借入金 関東照明建物株式会社 2,100,000

固定負債計 2,100,000
負　債　合　計 2,806,938

Ⅰ　正 味 資 産 24,676,149

財　産　目　録

2026年3月31日

（一　資産の部）

（二　負債の部）

　　（三　正味資産の部）



 

 

円 円

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

1 現金及び預金 6,168,250 1 買掛金 0

2 未収入金 15,000 2 未払金 200,000

3 仮払金 0 3 10,740

4 立替金 252,837 4 預り金 19,998

5 貸倒引当金 0 5 未払法人税等 476,200

流動資産計 6,436,087

流動負債計 706,938

Ⅱ 固定負債

Ⅱ 固定資産 長期借入金 2,100,000

外部出資その他の資産 固定負債計 2,100,000

1 外部出資金 1,527,000 負 債 合 計 2,806,938

2 長期保有有価証券 19,020,000

3 敷金 500,000

Ⅰ 組合員資本

固定資産計 21,047,000 ⅰ 出資金 5,580,000

ⅱ 資本準備金

1 資本準備金

（1）加入金 4,830,000

ⅲ 利益剰余金

1 利益準備金 5,127,000

2 その他利益剰余金

（1）組合積立金

　①特別積立金 5,327,000

　②周年行事積立金 1,300,000

(2)当期未処分剰余金

　①当期純利益金額 1,054,756

　②前期繰越剰余金 1,457,393

当期未処分剰余金計 2,512,149

純資産合計 24,676,149

資産合計 27,483,087 負債及び純資産計 27,483,087

（三　純資産の部）

貸　借　対　照　表

2026年 3月 31日

（一　資産の部） （二　負債の部）

保険預り金

 



  

     

損　益　計　算　書　    

円 円

Ⅰ 教育情報事業費用 Ⅰ 販売事業収益

1 人材養成事業費 217,056 1. 売上高 72,792

2 全照連事業費 90,000

3 情報事業費 182,788 Ⅱ 教育情報事業収入

4 技術研究費 272,678 1 事務手数料 337,619

教育情報事業費計 762,522 2 高速道路受取手数料 213,623

Ⅱ 福利厚生事業費 3 広告掲載料 588,000

1 厚生体育費 516,260 4 事務受取手数料 2,300,000

2 慶弔費 143,400 5 貸借料 300,000

福利厚生事業費計 659,660 6 教育事業繰越金取崩益 120,000

7 教育情報事業賦課金収入 1,306,000

　事業費用金額 1,422,182 教育情報事業収入計 5,165,242

事業総利益金額 12,931,852 事業収益合計 5,238,034

Ⅲ 一般管理費

1 人件費 Ⅲ 賦課金等収入

（1）人件費 3,600,000 1 賦課金収入 9,116,000

（2）福利厚生費 647,660 4,247,660 賦課金等収入計 9,116,000

2 業務費

（1）会議費

総会費 855,250

賀詞交歓会 860,530

会議費 74,600
青年部費 200,000 1,990,380

（2）広告宣伝費 47,000 Ⅳ 事業外収益

（3）機関紙印刷費 249,260 1 受取利息 11,197

（4）新聞図書費 26,296 2 受取配当金 47,400

（5）通信費 313,563 3 雑収入 367,538

（6）事務消耗品費 193,361 事業外収益計 426,135

（7）事務印刷費 66,911

（8）リース料費 80,256

（9）支払家賃 1,200,000

（10）旅費交通費 216,720

（11）水道光熱費 458,259

（12）顧問料 576,795

（13）事務所清掃費 40,000

（14）関係団体諸会合費 30,000

（15）団体負担金 1,510,000

（16）支払手数料 455,053

（17）保険料 2,137

（18）雑費 59,011

（19）予備費 0

7,515,002

3. 諸税負担金

公課其他 12,369

一般管理費合計 11,775,031

事業利益金額 1,156,821

Ⅳ 事業外費用

　支払利息 52,000

事業外費用計 52,000

経常利益金額 1,530,956

税引前当期純利益金額 1,530,956

Ⅴ 税等

　法人税等 476,200

0 当期純利益金額 1,054,756

自　　2025年　 4月 01日

至　　2026年　 3月 31日

（三　事業費用の部） （一　事業収益の部）

（四　一般管理費の部）
（二　賦課金等収入の部）

（五　事業外収益の部）

（六　事業外費用の部）

 



剰  余  金  処  分 (案) 

     

自 ２０２５年４月 １日  

至 ２０２６年３月３１日 

     （円） 

Ⅰ当期未処分剰余金      

 当期純利益金額      1,054,756   

 前期繰越剰余金    1,457,393   

    2,512,149 

     

     

Ⅱ 剰余金処分額      

 利益準備金      250,000   

 教育情報費用繰越金     120,000   

 特別積立金      250,000   

 周年行事積立金 150,000   

   770,000 

     

     

Ⅲ 次期繰越剰余金                      1,742,149 

 

 

  



 

 

監 査 報 告 書 

 

  

中小企業等協同組合法第 40 条第 5 項により､組合から受領した第 76 期財産目録､貸借

対照表､損益計算書及び剰余金処分案を監査した｡ 

なお､本組合の監事は､定款 30 条(監事の職務)に定めるところにより､監査の範囲が会

計に関するものに限定されているため､事業報告書を監査する権限を有していない｡ 

 

1.監査の方法の概要 

決算関係書類の監査のため､会計に関する帳簿､書類を閲覧し､計算書類について検討を

加え､必要な実査､立会､照合及び報告の聴取その他通常とるべき必要な方法を用いて調

査した｡ 

 

2.監査結果の意見 

(1)財産目録､貸借対照表及び損益計算書は､組合の財産及び損益の状況を正しく表

示しているものと認める｡ 

(2)剰余金処分案は､法令及び定款に適合しているものと認める｡ 

 

 

                

  

                               



第 2 号議案 2026 年度事業計画･収支予算並びに経費の賦課金額及び徴収方法承認の件 

2026 年度 事 業 計 画(案)  

自  2026 年 4 月 01 日 

至  2027 年 3 月 31 日 

 

 組合員間の相互扶助と情報共有及び｢照明に関する情報発信｣を基本理念とした積極的な事業展開 

本年度の基本方針 

1 情報発信基地としての役割拡充の続行 

2026 年度においては、資材価格やエネルギー価格の高止まりが続くとともに、人手不足の深刻

化も重なり、事業環境は引き続き厳しい状況にあります。 

一方で、脱炭素社会の実現に向けた動きや、省エネルギー性能の高い照明機器への転換需要は

着実に進展しています。 

また、一般照明用蛍光ランプの規制開始を背景として LED 化への更新需要が一層高まる中、IoT

やセンサー技術等を活用したスマート照明の導入も進みつつあり、照明分野においては、単な

る製品供給にとどまらない付加価値の提供が求められています。 

このような環境を踏まえ、本組合では、講習会等を通じて実務に直結する情報提供を行い、組合

員の知識向上と課題解決を支援するとともに、関係団体からの最新情報を迅速に共有する体制

を強化してまいります。 

これらの取り組みにより、組合員の事業基盤の強化と競争力の向上を支援するとともに、業界

全体の持続的な発展に寄与することを目指します。 

(1) 法律や制度の変更､業界の動向に関する情報を(一社)日本照明工業会､東京都中小企業団体中

央会等をニュースソースとして､要旨や、その他重要事象のヘッドライン等を活用して速やか

に伝達する｡ 

(2) ホームページに上記内容の詳細を提示し､必要ならば各情報源にリンクできるよう設定する｡

又､ホームページを活用し、真に役立つよう計画する。 

2  組織及び財政基盤の充実 

    組合の運営活力が低下することのないよう､更なる効率化と財政基盤の強化を図っていく｡ 

3  組合員企業の福利厚生と親睦の充実 

      団体定期保険･積立共済年金・P L保険･総合賠償保険･自動車保険･ＥＴＣコーポレートカード 

   事業等は継続して新規加入員の拡大を図り､懇親会等の機会をつくり組合員の福利厚生に供す

るとともに､組合員並びに組合員企業間の親睦を図る｡ 



2026 年度実施事業計画 

運営管理委員会    

1. 財務体質の強化 

2. 組合員サービスの向上･活動の活性化を図る｡ 

3. 年 3回会計監査を実施 

4. 総会･新年賀詞交歓会･理事会等の開催 

5. 組合青年部との連携 

6. 諸官庁･関係団体の会合への出席並びに調査等への協力 

7. 関東照明建物株式会社､全国照明器具協同組合連合会との連携 

8. 会員の慶弔･見舞等の対応並びに褒章および表彰推薦の手続き 

 

事業技術委員会 

1. 物づくりの参考になるように､施設見学会等を実施する｡ 

見学場所は照明に限らず異業種メーカーなど幅広く模索する｡ 

2. 景観や最新施設の見学会を実施し､照明トレンドを勉強する｡ 

3. 経営者の参考になる様､経営､健康､技術等々の面からテーマを選び講演会等を実施する｡ 

4. 資材共同購入ならびに各共済制度の充実を図る(災害特約団体定期保険･積立共済年金･ 

  自動車任意保険・ＰＬ保険･総合賠償保険など) 

5. ＥＴＣコーポレートカード制度の支払い代行事業の継続 

 

広報厚生委員会 

1. ｢関東照明ニュース｣2027 年新年号の発刊 

2. 全照連ニュース事業への協力 

3. 組合員の福利厚生･観劇会の実施 

4. 施設･工場見学会後の懇親会の開催(事業技術委員会の共催) 

5. 組合員の福利厚生としての勉強会･講習会の実施 

6. 関東照明器具協同組合ホームページへの記事提供 

 

     ホームページ委員会 

1. ホームページの運営管理とともに適時適切な情報公開し充実を図る 

2. 新規加入の組合員紹介 

3. メール等活用した情報発信 

4. 青年部(照和会)との連動活動 

5. インターネットを使った事業の模索 

  



2026 年度 収 支 予 算 書(案) 

自 2026 年 4月 01 日 

至 2027 年 3月 31 日 

 

【収 入 の 部 】 

科     目 
2026 年度 

  予 算 額(円) 
摘       要 

 

Ⅰ 事 業 収 入  

 資 材 売 上  100,000 資材･保全シール 

事 務 手 数 料  450,000 諸保険手数料 

高速道路利用手数料 250,000 高速道路等通行料金割引手数料 

広 告 掲 載 料  610,000 機関紙広告掲載料 

事 務 受 取 手 数 料  2,300,000 
全照連より事務費  
テナント管理業務  

賃 貸 料 300,000 全照連より家賃 

 教育情報事業賦課金 1,500,000 総会･賀詞交歓会会費･行事参加費 

事 業 収 入 小 計  5,510,000  

 

Ⅱ 賦 課 金 収 入 

賦 課 金 8,928,000 賦課金収入(74 社) 

賦 課 金 収 入 小 計  8,928,000  

 

Ⅲ 事 業 外 収 入 

受 取 利 息  1,000 受取利息 

受 取 配 当 金 50,000 配当金  

雑 収 入 100,000  加入手続金 他 

事 業 外 収 入 小 計  151,000  

   

総 合 計 

 

14,589,000 
 

 

 

 

 



【支 出 の 部 】 

科     目 
2026 年度 

  予 算 額 (円) 
摘       要 

Ⅰ 事 業 支 出    

資 材 仕 入  30,000  

人 材 養 成 事 業 費  200,000 講演会等 講師謝礼 会場費 等 

全 照 連 事 業 費  90,000 全照連事業の負担金 

情 報 事 業 費  150,000 ＨＰ関連経費  

技 術 研 究 費  500,000 研究会 施設見学会等 

厚 生 体 育 費  540,000 観劇会 懇親会等  

慶 弔 費 80,000 組合員の慶弔見舞金等 

事 業 支 出 小 計  1,590,000  

   

   

Ⅱ 一 般 管 理 費 

人 件 費 4,000,000 常勤役員報酬 職員給与  

福 利 厚 生 費  730,000 職員社会保険 福利厚生 見舞金等 

総 会 費 900,000 総会 

賀 詞 交 歓 会 費  900,000 新年賀詞交歓会 

会 議 費 80,000 役員会 理事会 委員会 その他 

青 年 部 費 200,000 研修費 

広 告 宣 伝 費 30,000 新聞広告掲載料 

機 関 紙 印 刷 費  260,000 組合機関紙印刷  

新 聞 図 書 費 30,000 関係新聞 関係図書 

通 信 費 430,000 電話 切手 ハガキ メール便等 

事 務 消 耗 品 費  100,000 封筒 伝票 コピー用紙 事務用品等 

事 務 印 刷 費 100,000 コピー印刷費    

リ ー ス 料 費 110,000 コピーリース費用  

支 払 家 賃  1,200,000 家賃 

旅 費 交 通 費  250,000 職員定期代 出張費 

水 道 光 熱 費  470,000 電気 水道料等 

顧 問 料 600,000 税理士  

事 務 所 清 掃 費  50,000   

雑 費 100,000 お茶 その他 

関係団体諸会合費  30,000 関係団体の諸会合費等 

団 体 負 担 金  1,580,000 全照連 中小企業団体中央会 日本照明工業会 

支 払 手 数 料  480,000 高速手数料 貸金庫 労務士 B/C 

 保 険 料 5,000  

公 課 其 他  10,000 収入印紙 登記料 租税 保険料等 

一 般 管 理 費 小 計  12,645,000  

Ⅲ 事 業 外 支 出 

支 払 利 息  52,000 借入金利息 

法 人 税 等  290,000  

Ⅳ予備費   

予 備 費 12,000  

総 合 計 14,589,000  

 



2026 年度経費の賦課金額及び徴収方法(案) 

 

 

1.組 合 員 総 数 74 社 

内  訳      正 組 合 員 数  71 社 

 賛 助 組 合 員 数   3 社 

    2.賦  課  金                       

(1) 従業員および常勤役員を含む 1人から 5人まで   

 1 ヵ月 5,000 円(前年通り) 1 社 1ヵ年 60,000 円 20 社 

(2) 従業員および常勤役員を含む 6人から 15人まで 

 1 ヵ月 8,000 円(前年通り) 1 社 1ヵ年 96,000 円 11 社 

(3) 従業員および常勤役員を含む 16人から 30人まで 

 1 ヵ月 10,000 円(前年通り) 1 社 1ヵ年 120,000 円 6 社 

(4) 従業員および常勤役員を含む 31人以上と理事､監事 

 1 ヵ月 12,000 円(前年通り) 1 社 1ヵ年 144,000 円 29 社 

(5) 従業員および常勤役員を含む 150 人以上 

 1 ヵ月 20,000 円(前年通り) 1 社 1ヵ年 240,000 円 4 社 

(6) 賛 助 組 合 員 

 1 ヵ月 20,000 円(前年通り) 1 社 1ヵ年 240,000 円 3社 

 

3.賦 課 金 徴 収 方 法(案)             

     年会費を 4回に分割し､1回に 3ヶ月を徴収する｡(前年通り) 

 

  



 

 

 第 3 号議案    2026 年度 借入金最高限度額承認に関する件 

           (原案  年額  10,000,000 円) 

 

 

第 4 号議案    役員報酬に関する件 

                     (原案 本年度は支給しない) 

 

 

 任期満了に伴う理事及び監事選挙に関する件  


